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関越道における高速ツアーバス事故について 

 

平成 24 年 5 月 7 日 

国 土 交 通 省 

 

Ⅰ 本件事故について 

１． 事故の概要 

4 月 29 日（日）午前 4 時 40 分頃、群馬県藤岡市の関越自動車道上

り線藤岡ジャンクション付近において高速ツアーバス※が乗客 45 名を

乗せて走行中、当該道路の左側壁に衝突し、乗客 7 名が死亡し、乗客

38 名が重軽傷を負うという事故が発生。 

※ 高速ツアーバス：旅行業者が、貸切バスを使って、実態としては高速乗合バスと同

様のサービスを旅行商品として提供しているもの。 

 

２． 事故を受けた国土交通省の対応（5 月 6 日までの状況） 

①  対策本部を設置 

 4 月 29 日、直ちに自動車局及び関東運輸局並びに観光庁に対策

本部を設置。 

 同日、国土交通省に「ゴールデンウィーク期間中における公共

交通機関の安全対策チーム」を設置。    

 5 月 5 日、上記対策本部を統合の上、大臣を本部長とする「関越

自動車道における高速ツアーバス事故対策本部」に格上げし、

第 1 回会合を開催。             

②  公共交通機関の安全確保の徹底について通達を発出し、日本バス協

会など関係事業者等に対して、安全対策及び事故防止の徹底を要請

【4 月 29 日】                

③  有限会社陸援隊（貸切バス事業者、以下｢陸援隊｣）及び株式会社ハ

ーヴェストホールディングス（旅行業者、以下｢ハーヴェスト｣）に対

し、立入検査を実施【4 月 30 日及び 5 月 2 日】 

④  本省公共交通事故被害者支援室の相談窓口を連休中も開設すると

ともに、5 月 6 日、石川・富山両運輸支局において相談窓口を開設

し、関係県・県警やプレスを通じて、国土交通省及び（独）自動車

事故対策機構の相談窓口について周知を実施。 
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４月２７日１８：３０頃
陸援隊の車庫を出発

４月２７日２１：２０
東京ﾃﾞｨｽﾞﾆｰﾘｿﾞｰﾄを出発

４月２８日０８：００
金沢駅に到着

４月２８日０８:３０頃 仮
眠所（白山）にﾁｪｯｸｲﾝ

４月２８日１６：３０頃
仮眠所（白山）をﾁｪｯｸｱｳﾄ

４月２８日２２：１０
金沢駅を出発

４月２８日２３：２０
高岡駅を出発

４月２９日０４：４０頃
事故発生

３． 事故に至る経緯 

（１） 運行経路 

（２） 運行経緯（陸援隊への立入検査結果等による） 

① 4 月 20 日前後  ハーヴェストから陸援隊に運送依頼（当該運送依頼には 2

社介在）。日雇いの河野運転者と A 運転者に運転させるこ

ととした。 

② 4 月 27 日 18：30 ２名で同社車庫を出発（所定の運行指示及び乗務前点呼を

実施せず）。 

③ 4 月 27 日 21：20 東京ディズニーリゾートにてハーヴェストから依頼を受け

た誘導員より行程表（往復分）を受け取り、A 運転手が運

転して出発。 

④ 4 月 28 日 08：00 金沢駅に到着し、駐車場へ。 

⑤ 4 月 28 日 08：30 駐車場から仮眠所（白山市）にチェックイン（乗務後点呼

を実施せず）。 

⑥ 4 月 28 日 16：30 仮眠所（白山市）をチェックアウトし、駐車場へ（乗務前

点呼を実施せず）。 

⑦ 4 月 28 日 22：10 乗客を乗せて金沢駅を出発。高岡駅で A 運転者が降車（以

後、河野運転者が一人で運転）。 

⑧ 4 月 29 日 04：40 事故発生 
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４．これまでに判明している主な問題点 

（１）運転者の過労運転 

運転者は居眠りで事故を起こしたと述べている（報道）とされ

ており、その背景、原因等については、現在捜査・調査中。 

 

（２）貸切バス事業者の不適切な運行管理 

関東運輸局による陸援隊に対する立入検査の結果、今回の運行

に関しては、 

①日雇い運転者の選任 

②運行指示の不実施 

③運転者の健康状態の確認・運行を行うに当たっての注意 

事項の伝達等のための点呼の不実施 

が確認された。 

また、同事業者に関しては、不適切な運行管理、車両の整備不

良等、多数の違反が確認された。 

 

（３）旅行業者の不適切な旅程管理等 

近畿運輸局によるハーヴェストに対する立入検査の結果、旅行

者が提供を受ける旅行サービスの内容を明示しないという旅程管

理義務違反等が確認された。 

 

（４）その他 

上記のほか、陸援隊による同社の運転者に対する貸切バス事業

の名義貸し、同運転者による無許可営業（白バス行為）の疑い等

もあり、引き続き、証拠書類の精査等により、法令違反の状況を

明らかにする予定。 
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Ⅱ 高速ツアーバスを含む貸切バスの安全確保のための対応について 

１．「新たな高速乗合バス」への移行の促進 

（１）現状及び問題点 

① 高速ツアーバスが近年、大都市間の長距離夜行便を中心に急成

長※を遂げる一方で、安全面での懸念など様々な問題も指摘され

ている。                          
※平成 16 年 2 万 3 千人 → 平成 22 年 600 万人（推計） 

② 高速ツアーバスは、利用者と旅行業者との企画旅行契約に基づ

くサービスの提供であり、｢旅行業者はバス輸送について道路運送

法に基づく安全確保の責任を負っていないことが問題｣と指摘さ

れている。 

また、旅行業者から運行を委託される貸切バス事業者について

も、｢適切な安全対策が講じられていない場合がある｣と指摘され

ている。                  

③ このような状況を背景に、平成 22 年 12 月、国土交通省に「バ

ス事業のあり方検討会」（座長：竹内健蔵東京女子大学教授）を

設置し、平成 24 年 3 月に最終報告書がとりまとめられた。            

④ 報告書では、見直し後の｢新たな高速乗合バス｣規制の下で、こ

れまで高速ツアーバスを主催していた旅行業者に 

・「新たな高速乗合バス」事業の許可を取得させることにより、

当該事業者に道路運送法に基づく安全確保の責任を負わせると

ともに、 

・運行を委託する貸切バス事業者に安全確保措置を確実に実施さ

せる仕組みを整備することとされた。 

⑤ 国土交通省は、このような仕組みの整備を図り、平成 25 年度末

までに高速ツアーバスを「新たな高速乗合バス」へ移行すること

としていた。 

（２）今後の対応 

 

 ① 国土交通省は、今般の事故を踏まえ、高速乗合バスに係る規制

の見直しやバス停留所の調整作業、高速ツアーバス事業者による

移行準備を加速させることにより、平成 25 年度末までとしてい

た乗合バス事業者への移行時期の前倒しを図る。 
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 ② また、移行までの間においても、旅行業者と貸切バス事業者が

文書により取引内容を明確化する仕組みを 6 月に開始する。 

 

２．乗務距離による交替運転者の配置指針の見直し 

（１）現状及び問題点 

① 道路運送法の一部改正（平成 11 年 5 月）によるバス事業の需給

調整規制廃止に伴い、事業者間競争の激化によって過労運転等が

常態化し、輸送の安全が脅かされる懸念があったため、総合的な

安全対策を講じることとした。 

その一環として、勤務時間及び乗務時間に係る基準※（例えば、

2 日を平均して運転時間は 9 時間以内）を定めた。 
※同基準においては、労働省告示を引用。           

② 同基準の遵守を徹底させるため、平成 20 年 6 月に運転時間をわ

かりやすい距離で示した交替運転者の配置指針（以下「配置指針」。

目安として 1 日上限 670 ㎞。）を設けたところ。 

    

③ 平成 22 年 9 月に総務省より、配置指針については生理学的な検

討も行うべき旨の勧告を受けた。      

④ これを受け、国土交通省は、同年 12 月に「バス事業のあり方検

討会」を立ち上げ、まず高速ツアーバス等に係る構造的な安全対

策の検討を進め、平成 24 年 4 月、上記１の「新たな高速乗合バス」

への移行を図る方針を決定した。 

⑤ その間、配置指針については、その周知の徹底を図るとともに

過労事故防止マニュアルを作成したが、配置指針そのものの見直

しには至らなかった。 

（２）今後の対応 

 今般発生した事故を踏まえて、5 月中を目途に、運転時間の基

準や配置指針に加えて、点呼のあり方や運行管理体制など過労運

転防止対策全般を見直すための専門家による検討会を設置し、検

討を早急に進めて結論を得次第実施する。 
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３．高速ツアーバス関連事業者に対する重点的な立入検査等の実施 

高速ツアーバスを運行している全国の貸切バス事業者（約 200 者）・

旅行業者（約 60 者）に対し、5 月・6 月に重点的な立入検査を実施す

ることによって問題点を解明し、今後の安全対策の充実に反映させる

とともに、違法行為については厳正に処分。 

 

４．貸切バス事業者に対する安全規制の強化 

事後チェックとしての立入検査・行政処分の強化、運行管理者の選

任要件の厳格化等の安全規制の強化を行う。 

 

５．車両及び道路の安全対策の強化          

（１）車両の安全対策の強化 

デジタル式運行記録計、衝突被害軽減ブレーキ、ふらつき注意

喚起装置等の設置の義務付け等の車両安全対策を検討。 

 

（２）道路の安全対策の強化 

ドライバーに異常が生じても、事故を防止するシステム（道路

構造データを活用した車線逸脱防止などの安全運転支援システム

等）の開発を推進。 

 

６．被害者等支援の充実 

公共交通事故被害者支援室を中心として、相談窓口を通じた被害者

等からの要望に積極的に対応する。 

加えて、既存の自動車事故関係の支援体制と連携しつつ、被害者等

の支援の取組みを充実。 



（別添） 

関越自動車道における高速ツアーバス事故対策本部の設置について 
 

平成２４年５月５日 
 
１ 平成２４年４月２９日の関越自動車道における高速ツアーバスの事故発生

を受け、当該事故に係る対策を総合的に推進するとともに、公共交通の安全

の確保に万全を期すため、関越自動車道における高速ツアーバス事故対策本

部（以下「本部」という。）を設置する。 
 
２ 本部の構成員は、次のとおりとする。ただし、本部長は、必要があると認

めるときは、構成員を追加することができる。 
 

本部長   国土交通大臣 
本部長代行 奥田国土交通副大臣 
〃    吉田国土交通副大臣 
〃    津川国土交通大臣政務官 
〃    津島国土交通大臣政務官 
〃    室井国土交通大臣政務官 

副本部長  国土交通事務次官 
本部員   技監 
〃    国土交通審議官（交通担当） 
〃    国土交通審議官（社会資本担当） 
〃    官房長 
〃    危機管理・運輸安全政策審議官 
〃    総合政策局長 
〃    道路局長 
〃    自動車局長 
〃    観光庁長官 

 
３ 本部の庶務は、自動車局において処理する。 
 
４ 前各項に掲げるもののほか、本部の運営に関する事項その他必要な事項は、

本部長が定める。 



平成２４年５月５日

関越自動車道における貸切バス事故の被害者やそのご家族等の方々からの

ご相談への対応について

～石川・富山両運輸支局において現地相談窓口を開設いたします～

国土交通省では、４月２９日（日）に発生した関越自動車道における貸切バス事故の被害者や
そのご家族の方々等からのご相談をお受けするため、連休中も本省内の相談窓口を開設してきま
したが、このたび、石川・富山の両運輸支局でも現地相談窓口を開設しましたので、お知らせい
たします。

なお、独立行政法人自動車事故対策機構（NASVA）においても、被害者等の方々からのご相談
を受け付けておりますので、併せてお知らせいたします。

（本省内相談窓口）
○公共交通事故被害者支援室 （総合政策局安心生活政策課内）

電 話 ０３－５２５３－８９６９
開設時間 平日：１０：００～１２：００、１３：００～１７：００
ＦＡＸ ０３－５２５３－１５５２
Ｅ-ｍａｉｌ shien@mlit.go.jp ※ＦＡＸ、メールは終日受け付けております。

（現地相談窓口）【今回新たに開設】
○北陸信越運輸局石川運輸支局 金沢市入江３丁目１５３番地

電 話 ０７６－２９１－７８５３
開設時間 平日：８：３０～１７：１５

○北陸信越運輸局富山運輸支局 富山市新庄町馬場８２番地
電 話 ０７６－４２３－０８９３
開設時間 平日：８：３０～１７：１５

（独立行政法人自動車事故対策機構（NASVA）の相談窓口）
○交通事故被害者ホットライン （独立行政法人自動車事故対策機構内）

電 話 ０５７０－０００－７３８
開設時間 平日：９：００～１７：００

なお、明６日（日）においても、平日と同じ時間帯に、以下の電話番号で受け付けております。
本省・公共交通事故被害者支援室 ０３－５２５３－８９６９
北陸信越運輸局石川運輸支局 ０７６－２９１－７８５７
北陸信越運輸局富山運輸支局 ０７６－４２３－０８０３
NASVA・交通事故被害者ホットライン ０３－５２７６－４４８２

【問い合わせ先】
国土交通省 公共交通事故被害者支援室 村上、田中、生末

(03)5253－8111(内線25－519、25-513、25-504)
(03)5253－8306 (直通)


